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日本郵政グループのITガバナンス

　日本郵政グループでは、業務の健全かつ適切な運営を確保し、お客さまの信頼に応えるため、グループ各社
において実効性のある内部監査態勢を整備しています。特に、かんぽ商品の募集に係る問題を踏まえ、日本郵政
による郵便局等へのオンサイトモニタリングの実施や、グループ内部監査連絡会議等の充実を図っています。

　ＩＴ技術の革新と広がりは、企業価値を大きく左右する要素となるとともに、経営上の大きなリスクとして認識
されています。日本郵政グループでは、こうした環境に適切に対応するために、実効性の高いＩＴガバナン
ス態勢を確立しています。

日本郵政グループでは、内部監査態勢を構築・整備するための基本的事項をグループ協定等に定めています。
グループ各社は、この協定等に基づき、それぞれが行う事業の特性、リスクの種類と程度に対応した実効性のある
内部監査態勢を整備しています。
持株会社である日本郵政（株）の監査部門は、グループ全体の内部監査態勢向上の観点から、日本郵便（株）、

（株）ゆうちょ銀行、（株）かんぽ生命保険の監査部門に対して、監査規程、監査計画、内部監査態勢の評価・検証と指導・
助言を行っています。
また、必要な場合には、改善のための勧告、直接監査などを行うこととしています。

日本郵政グループでは、ITガバナンス態勢を構築・整備するための基本的事項を、日本郵政グループ協定等で定め
ています。
グループ各社は、この協定等に基づき、IT戦略の策定・実行を通じて生産性の向上、経営の効率化や情報技術の
利用に伴い生じるリスクを極小化し、グループの経営の健全性を確保することにより、企業価値の最大化を図るための
ITガバナンスを実現しています。

日本郵政グループでは、以下の3つのIT戦略を掲げ、お客さまニーズをはじめとする事業環境の変化に対応し、ITを
活用したビジネス変革の推進に努めています。

1. 将来にわたる成長に向けた新たな事業展開を支えるITの推進
　－ 社会・お客さまのニーズの変化に対応し、生活をトータルにサポートする商品・サービスを提供
2. 働き方改革・生産性向上の推進　
　－ 最新技術を積極的に取り入れ、社員の力を最大限に発揮できるIT環境を整備
　－ 業務と技術に精通し、次の世代のシステムを支えるIT人材を育成
3. 持続的成長を支える経営基盤の強化
　－ グループでITインフラを段階的に集約し、グループのITコストを削減
　－ サイバーセキュリティを強化し、ITサービスを安定的に提供

日本郵政グループでは、グループ全体のITガバ
ナンス全般に関する情報共有、総合調整を目的と
して、グループ各社のCIO等を構成員とするJP
グループ情報システム検討会議を設置し、主に右
の検討事項および報告事項を議案として、実効性
のあるITガバナンスを実施しています。

・ ＪＰグループ全体のITガバナンスに関する方針・方策の検討
・ 主要な情報システム開発についての方向性検討や影響確認、
開発スケジュールの調整

・ グループ全体およびグループ４社のITガバナンス活動状況
・ 主要な情報システムの運用状況の報告・情報共有
・ その他、検討会議メンバーが必要と認める事項

グループ各社では、業務を担当する部門から独立した組織として監査部門を設置し、経営活動の実行状況や相互
けん制が機能しているかといった内部管理態勢を検証しています。

1.各社の内部監査態勢の概要

グループ各社の監査部門は、内部監査の対象となる拠点・部署、あるいは業務が有するリスクの種類と程度を
評価し、それに応じて監査の頻度や監査項目などを定める「リスクベースの内部監査」を行うなど、内部監査の実施に
当たっては、内部監査人協会（ＩＩＡ）の「内部監査の専門職的実施の国際基準」等に則り監査を行っています。
また、日常的に各種会議への出席、内部管理資料の収集などのオフサイト・モニタリング活動を行うほか、社内外の
セミナー等を通じて監査法人や専門家の知見を取り入れるなど、監査品質向上に取り組み、効率的で実効性のある
内部監査の実施に努めています。

2.実効性のある内部監査の実施

グループ各社の監査部門は、内部監査の結果を業務執行部門に通知するとともに、取締役会、代表執行役、監査
委員会、監査役会などに報告しています。
また、各社の監査部門は、監査指摘事項の是正改善状況を定期的に取りまとめて、代表執行役などに報告し、各社に
おける業務改善が確実に図られるように努めています。

3.内部監査結果の報告と業務改善

※ 「かんぽ商品の募集に係る問題についてのご報告」については、P.10～23をご参照ください
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